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私立学校は、公教育の担い手として、建学の精神と独自の理念に基づく特色ある教育を実践してお

り、都民から大きな期待が寄せられています。とりわけ、東京都においては私立学校に在学する児童

生徒等の割合が高く、高等学校では約６割を占め、幼稚園や専修学校では９割を超えているなど、私

立学校の役割はきわめて重要なものとなっております。 

私立学校を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にありますが、グローバル化の進展等、社会状

況の急速な変化に伴って、学校教育への期待がますます多様化、高度化しており、私立学校には、こ

れまで培ってきた経験を活かし、新たな時代における教育を先導する役割を果たすことが求められて

います。 

 

本財団は、私立学校教育の振興を支援する機関として、平成 28 年度においても、事業計画に基づ

き、「私立学校における教育環境の充実・向上のための支援」及び「都民の修学上の経済的負担を軽

減するための支援」として、振興資金融資事業、各種助成事業、退職資金事業、教職員研修事業、保

護者負担軽減事業等について、着実に業務を執行してまいりました。 

 

平成 28年度における主な取組は、以下のとおりです。 

 

新たな事業として、災害時の非常用食糧の整備による安全安心な学校環境の整備や、省エネ設備等

の導入によるＣＯ２削減の取組に対する各助成事業を実施したほか、世界で活躍するグローバル人材

育成のため、教員の外国語指導力向上を目的とした海外派遣研修に対する助成事業を開始しました。 

 

ＩＣＴを活用した教育環境整備に対する助成事業や、私立高等学校等に在学する生徒の保護者に対

し、授業料等の教育費の負担軽減を図る事業については、当初予算額を上回る規模の助成金申請が

あったため、予算の増額補正を行って対応しました。 

 

グローバル化の進展に対応する教育に係る助成としては、私立中学・高等学校における外国語指導

助手の活用や、私立高等学校の生徒の海外留学の推進に対する各助成事業を実施し、いずれも前年度

を上回る実績となりました。 

 

このほか、学校施設の整備及び経営の安定化を図る振興資金融資事業、耐震化の促進や教育環境の

充実に対する各種助成事業、教職員の待遇安定化のための退職資金事業、教職員の資質向上を支援す

る研修事業を実施するとともに、都民の私立学校教育を受ける機会を拡充し、修学上の経済的負担を

軽減するための事業を着実に実施しました。 

 

今後も、私学の総合的な支援機関としての役割を十分認識するとともに、公益法人としての社会的

責任を自覚し、私学団体及び東京都との連携を図りつつ、都内私立学校及び保護者等に対する支援の

ための施策を実施してまいります。 

 



(1) 振興資金融資事業

(2) 老朽校舎改築促進対策利子補給事業

Ⅰ　私立学校における教育環境 (3) 私立専修学校等耐震化事業費助成事業

　　の充実・向上のための支援 (4) 私立学校耐震化普及啓発事業

(5) 私立学校非構造部材耐震対策工事費助成事業

(1) 私立専修学校教育環境整備費助成事業

(2) 私立学校ＩＣＴ教育環境整備費助成事業

(3) 私立学校安全推進事業

(4) 私立学校防災力向上事業

(5) 私立学校災害時対応環境整備費助成事業＜新規＞

(6) 私立学校省エネ設備等導入事業費助成事業＜新規＞

(7) 私立学校外国語指導助手活用事業費助成事業

(1) 教職員退職資金事業

(1) 教職員研修事業

(2) 海外研修事業

(3) 私立学校研究助成事業

(4) 公開講座事業

(5) 教育活動支援事業

(6) 私立学校外国語科教員海外派遣研修事業費助成事業＜新規＞

(1) 経営相談事業

(2) 建築相談事業

(1) 教育振興表彰事業

(1) 私学情報提供事業

(2) 私学資料管理事業

(1) 私立高等学校等授業料軽減助成金事業

(2) 私立高等学校等就学支援金事業

Ⅱ　都民の修学上の経済的負担 (3) 私立高等学校等奨学給付金事業

　　を軽減するための支援 (4) 東京都育英資金貸付事業

(5) 私立高等学校海外留学推進助成事業

(6) 入学支度金貸付資金融資事業

(7) 私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費助成事業
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　１　学校施設の整備等のための融資・助成

　２　教育環境等の改善・充実のための助成

　３　教職員の待遇安定化のための資金の交付

　４　教職員の資質向上のための研修・助成

　５　学校経営に関する助言・相談

　６　学業優秀者等の顕彰

　７　私立学校に関する広報活動等



Ⅰ 私立学校における教育環境の充実・向上のための支援 

 

 

１ 学校施設の整備等のための融資・助成 

学校施設の整備や学校運営に要する経費に対して、必要な資金の融資を行ったほか、校舎等の

耐震化を促進するための助成等を行いました。 

 

（１）振興資金融資事業 

私立学校における教育施設の整備及び経営の安定化を図るため、必要な資金の融資を行いま

した。 

融資件数は29件、融資額は38億2,140万円となり、前年度実績と比べ、融資件数は５件減少と

なりましたが、融資額は17億4,650万円の増加となりました。 

（２）老朽校舎改築促進対策利子補給事業 

建築後30年以上を経過している、又は昭和56年以前の旧耐震基準により建てられた校舎等の

改築を促進するため、私立学校が日本私立学校振興・共済事業団から借り入れた資金について、

返済に係る利払い額の一部を利子補給金として交付しました。 

対象校数は延べ22校、利子補給額は458万円余となり、前年度実績と比べ、利子補給額は320

万円余の減少となりました。 

（３）私立専修学校等耐震化事業費助成事業 

私立専修学校及び各種学校における校舎等施設の耐震診断、耐震補強工事等に要する経費の

一部を助成金として交付しました。 

助成校数は５校、助成額は5,159万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は７校減少し、

助成額も10億7,913万円余の減少となりました。 

（４）私立学校耐震化普及啓発事業 

校舎等の耐震化促進を図るため、耐震診断等が未実施の学校に対し、簡易耐震診断を行うと

ともに、耐震補強工事等の実施に向けた相談に応じるため、７園・校に建築士を派遣しました。 

（５）私立学校非構造部材耐震対策工事費助成事業 

学校施設の耐震化を促進するため、校舎等における非構造部材の耐震対策に要する経費の一

部を助成金として交付しました。 

助成校数は79園・校、助成額は4億764万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は36園・

校減少し、助成額も3億8,929万円余の減少となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 教育環境等の改善・充実のための助成 

教育設備や機器等の維持管理、新たな機器等の導入のほか、多角的な側面から教育環境の充実

を図るために、必要な経費の一部を助成しました。 

 

（１）私立専修学校教育環境整備費助成事業 

私立専修学校の教育条件の充実及び教職員の資質向上を図るため、教育環境の整備に要する

経費の一部を助成金として交付しました。 

助成校数は125校、助成額は3億624万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は１校増加し

ましたが、助成額は1,822万円余の減少となりました。 

（２）私立学校ＩＣＴ教育環境整備費助成事業 

私立学校におけるＩＣＴを活用した教育・学習方法の改善に向けた取組を支援するため、そ

の経費の一部を助成金として交付しました。 

助成校数は181校、助成額は4億6,030万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は55校増加

し、助成額も1億6,383万円の増加となりました。 

（３）私立学校安全推進事業 

学校安全と危機管理の更なる充実を図るため、私立学校における非常時の安全にかかわる設

備の購入・設置に係る経費の一部を助成金として交付しました。 

助成校数は284園・校、助成額は7,328万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は192校減

少し、助成額も6,131万円余の減少となりました。 

（４）私立学校防災力向上事業 

私立学校における防災教育等を推進し、学校における防災力の向上を図るために必要な経費

の一部を助成金として交付しました。 

助成校数は37園・校、助成額は582万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は７園・校増

加し、助成額も236万円余の増加となりました。 

（５）私立学校災害時対応環境整備費助成事業＜新規＞ 

私立学校の生徒等の安全安心な学校環境を整備するため、災害時における非常用食糧の整備

に要する経費の一部を助成金として交付しました。 

助成校数は852園・校、助成額は2億8,282万円余となりました。 

（６）私立学校省エネ設備等導入事業費助成事業＜新規＞ 

私立学校におけるＣＯ２削減の取組を支援するため、東京都地球温暖化防止活動推進センター

が実施する「省エネ診断」の結果を踏まえて省エネ設備等を導入する学校に対し、その経費の

一部を助成金として交付しました。 

助成校数は106園・校、助成額は5億1,565万円余となりました。 

（７）私立学校外国語指導助手活用事業費助成事業 

グローバル化に対応した新たな英語教育を推進するため、ＪＥＴプログラム参加者を外国語

指導助手として活用する私立中学校及び高等学校に対し、その経費の一部を助成金として交付

しました。 

助成校数は156校、助成額は6億2,062万円余となり、前年度実績と比べ、助成校数は13校増加

し、助成額も2億1,448万円余の増加となりました。 

 



 

３ 教職員の待遇安定化のための資金の交付 

教職員の待遇をより良いものにし、安心して教育活動が行える環境を整備するため、教職員へ

の退職金の支給に必要な資金を学校設置者に対して交付しました。 

 

（１）教職員退職資金事業 

加入者（退職資金事業に加入している学校設置者）からの負担金及び東京都からの補助金並

びに積立資産の運用益を原資として、教職員の退職時に退職資金を交付しました。 

退職者2,627人に対する退職資金として100億9,296万円余を交付しました。前年度実績と比べ、

退職者数は13人増加し、交付額は5億9,827万円余の減少となりました。 

 

４ 教職員の資質向上のための研修・助成 

教職員の知識・技能の習得を様々な視点から捉え、教育現場において役立つ事例や時代の要請

に応じた社会環境の変化などをテーマとした研修等を行いました。 

 

（１）教職員研修事業 

教職員の資質向上及び教育内容の充実を図るため、日頃の授業や学校運営等において実践で

きるよう、社会・経済の動向や専門的な知識・技能の習得を目的とした研修を実施しました。 

① 主催研修 

本財団の企画により、教職員を対象とした以下の研修を実施しました。 

② 共催研修 

教職員の教育研究活動を充実させ、更なる資質向上を支援するため、学校種別ごとの教科や

職層に応じた研修を私学団体との共催で実施し、研修等に係る経費の一部として、7,093万円

余の負担金を交付しました。 

（２）海外研修事業 

教員の国際的な視野の拡大及び教育活動の充実を図るため、海外の学校教育機関を視察し、

教育制度等を調査するとともに、文化、社会事情等についての理解を深めるため、海外研修を

実施しました。研修成果に関する報告書については、平成29年３月に発行し、各会員校に配布

しました。 

（３）私立学校研究助成事業 

教職員が行う教育研究活動の充実を図るため、個人又は共同で行う研究活動に対し、必要な

経費の一部を助成金として交付しました。 

申請受付及び成果報告に際し適正な審査を行い、審査会における審議の結果、助成対象となっ

た計22件の研究に対し、277万円余の助成金を交付しました。 

（４）公開講座事業 

日常の様々な社会事象を反映させたテーマを設け、教職員のほか、広く都民も対象とした公

開講座を開催しました。 

（５）教育活動支援事業 

私学団体が実施する教員等を対象とした教育研究大会に必要な経費の一部を助成するととも

に、後援名義の付与等を行いました。 



（６）私立学校外国語科教員海外派遣研修事業費助成事業＜新規＞ 

世界で活躍するグローバル人材育成のため、外国語（英語）指導力向上を目的とした教員海

外派遣研修を行う私立学校に対し、研修に係る経費の一部を助成金として交付しました。 

助成校数・派遣者数は17校・20人、助成額は1,846万円余となりました。 

 

５ 学校経営に関する助言・相談 

私立学校を運営する上で抱える諸問題について、専門家の助言を交えた相談の場を設け、問題

の解決に向けた支援を行いました。 

 

（１）経営相談・建築相談事業 

教職員、保護者等に関する法律問題や経営診断・会計処理の方法等の、学校を運営する上で

懸案となる事項について、本財団の顧問弁護士及び公認会計士（本財団経営相談員）が専門的

な相談に応じました。また、学校施設の耐震化等の取組を支援するため、一級建築士（本財団

建築相談員）が専門的な相談に応じました。 

さらに、「学校法人会計基準」の一部改正に伴う「学校法人会計Ｑ＆Ａ」の改訂を行いました。 

 

６ 学業優秀者等の顕彰 

在学中に規律正しい生活を送り、優れた成績を修めるとともに、他の模範となった生徒等に対

し、その業績を称え顕彰しました。 

 

（１）教育振興表彰事業 

生徒等が行った学習活動、文化・スポーツ活動及び奉仕活動等について、その業績を称える

ため、「東京都私学財団賞」を授与しました。 

 

７ 私立学校に関する広報活動等 

本財団の活動状況について、ホームページ等により最新情報を学校及び一般都民に広く周知し、

公益財団法人としての健全性、透明性の確保を図るほか、私立学校展等において都民に対する事

業案内を行いました。 

 

（１）私学情報提供事業 

学校及び一般都民に対し、本財団の事業を広く周知するため、広報活動を行います。 

① ホームページ等による情報提供 

本財団の活動内容を学校及び一般都民に広く周知するため、ホームページに事業の最新情報

を掲載するほか、財務状況等の公開を行い、公益財団法人としての健全性、透明性の確保に努

めました。 

② 学費負担軽減事業の案内 

私立高等学校等を目指す生徒・保護者を対象に、授業料軽減助成金、育英資金等の学費負担

軽減制度の広報リーフレットを作成し、都内公立・私立中学３年生向け及び私立高等学校の学

校説明会用に送付したほか、都内及び近県の高等学校受験対象塾へも送付し、制度の周知を図

りました。また、「東京都私立学校展」等の進学相談会において来場者へ配布しました。 

 



③ 進学相談会における相談対応 

「東京都私立学校展」等において本財団の専用窓口を設け、来場した保護者等に対し、学費

負担軽減制度に関する説明及び相談対応を行いました。 

 

Ⅱ 都民の修学上の経済的負担を軽減するための支援 

 

（１）私立高等学校等授業料軽減助成金事業 

東京都内に住所を有し、都内及び都外の私立高等学校等に在学している生徒の保護者の経済

的な負担を軽減するため、授業料に係る費用の一部を助成金として交付しました。 

通常申請・特別申請分は、対象者数は50,458人、助成額は53億6,100万円余となり、前年度実

績と比べ、対象者数は3,235人増加し、助成額も3億8,144万円余の増加となりました。 

（２）私立高等学校等就学支援金事業（事務受託事業） 

東京都が実施する高等学校等就学支援金事業について、学校への支援金の交付及び保護者等

に対する手続の円滑化を図るため、申請書類の受付・確認や問合せ対応に係る業務を東京都か

らの受託事業として実施しました。 

（３）私立高等学校等奨学給付金事業 

東京都内に住所を有し、都内及び都外の私立高等学校等に在学している生徒の保護者の授業

料以外の教育費の負担軽減を図るため、奨学給付金を交付しました。 

通常申請・特別申請分は、対象者は10,347人、交付額は8億6,523万円余となり、前年度実績

と比べ、対象者数は3,330人増加し、交付額も3億6,935万円余の増加となりました。 

（４）東京都育英資金貸付事業 

東京都内に住所を有し、国公立又は私立の高等学校等に在学する生徒等のうち、勉学意欲が

ありながら、経済的な理由により修学が困難な生徒等に対し、修学上必要な学資金の一部につ

いて無利息で貸付を行いました。 

対象者数は新規貸付者及び継続貸付者を合わせて4,749人、貸付額は18億8,951万円となり、

前年度実績と比べ、対象者数は425人減少し、貸付額も1億6,418万円余の減少となりました。 

（５）私立高等学校海外留学推進助成事業 

都内私立高等学校に在学している生徒が、国際的な視野を広げるために学校主催の海外留学

プログラムに参加するとき、保護者が学校等へ支払う参加費用の一部を助成金として交付しま

した。 

対象校数・対象者数は92校・512人、助成額は3億6,113万円余となり、前年度実績と比べ、対

象校数・対象者数は12校・102人増加し、助成額も4,543万円余の増加となりました。 

（６）入学支度金貸付資金融資事業 

私立高等学校等に入学する生徒の保護者に対し、学校設置者が入学時に必要な費用の一部を

無利息貸付する場合に、その貸付原資を融資しました。 

対象者数は687人、融資額は1億4,650万円となり、前年度実績と比べ、対象者数は103人減少

し、融資額も1,150万円の減少となりました。 

（７）私立高等学校定時制及び通信教育振興奨励費助成事業 

定時制課程又は通信制課程を有する私立高等学校設置者が、在学する生徒に対し、教科書等

の給与事業を行う場合に、必要な経費の一部を助成金として交付しました。 

 



法 人 管 理  

  

 

（１）会員の状況 

   平成 29年３月 31日現在の会員の状況は、次のとおりです。 

 

  【普 通 会 員】 

本財団の目的、事業に賛同する学校設置者（会員規程第４条） 

区  分 学校数 会員校数 加入率 

幼 稚 園 842 779 92.5 % 

小 学 校 53 53 100 % 

中  学  校 187 187 100 % 

高 等 学 校 240 240 100 % 

特別支援学校 4 3 75.0 % 

高等専門学校 1 1 100 % 

専修・各種学校 545 273 50.1 % 

合  計 1,872 1,536 82.1 % 

    ※ 学校数は、平成 28年５月１日現在の学校数(休校含む)です。(平成 28年度学校基本調査速報より) 

    ※ 学校数及び会員校数の幼稚園には、幼保連携型認定こども園(学校数 15園、会員校数 11園)を含み 

ます。 

 ※ 学校数及び会員校数の高等学校には、通信制課程単独校４校を含みます。 

    

  【特 別 会 員】 

本財団の目的、事業に賛同し基本財産に出捐した法人及び団体（会員規程第５条） 

区 分 会員数 

地方自治体 1 

私学団体  4 

金融機関  4 

合 計 9 
 
  【賛 助 会 員】 

本財団の目的、事業に賛同し、本財団の活動を賛助する法人、団体並びに個人（会員規程第６条） 

区 分 会員数 

個 人 1 

法 人 3 

合 計 4 

 

（２）役員会等開催状況 

本財団の業務を執行するため、運営理事会を 11 回、理事会を８回、評議員会を３回、監事会を２回

開催しました。 
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